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証することを目的とするが, 本稿では, まず, 小売判決の法理を公衆浴場























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































められる以上, その具体的内容及びその必要性, 合理性については, 立法























































































































































































































































































































「憲法は, 全体として, [Ａ]福祉国家的理想のもとに, 社会経済の均衡
のとれた調和的発展を企図しており, その見地から, すべての国民にいわ






ずることは, もともと, 憲法が予定し, かつ, 許容するところと解するの
が相当であり,〔Ｂ]国は, 積極的に, 国民経済の健全な発達と国民生活の
安定を期し, もつて社会経済全体の均衡のとれた調和的発展を図るために,























































































































































































































































































































































































































(28) 中野次雄編『判例の読み方』(有斐閣, 1986）68，73, 132頁以下参照。
(29) 高作正博「第16章 自由・平等・財産②」『憲法学の基礎理論』（不磨
書房, 2006）278頁。












(34) 原油からガソリン, 灯油, 軽油, 重油等が一定の割合（連産品特性）












総合商社, ホームセンター等の異業種, 農協, 外資系企業などが石油製
品の輸入を行うようになった。こうした動きと連動して, 特石法の廃止
が検討され始めた1994年来石油製品価格は大幅に下落することになった。











































































































(54) 例えば, 棟居快行『憲法学再論』(信山社, 2001）410～411頁参照。
(55) アメリカ法をあまり得意としない筆者の謬説と一笑に付されることに
なるやもしれないが, 誤解を恐れずに述べれば,「二重の基準論」(｢厳



















































は, 経済的自由の領域のみならず, 租税立法, 生存権立法, さらには精
神的自由の領域でも「立法裁量論」として展開されていることを考える
と, 学説の期待とは裏腹にマイナスに機能しているのではないか。そう
した点からも「二重の基準」論は再検討が求められているように思われ
る。
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